
○益田市地域商業等支援事業費補助金交付要綱 

平成２７年８月２４日 

益田市告示第２１１号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、経済情勢の悪化、商業者の高齢化等により市内商業の店舗

数及び販売額が著しく減少し、当該地域の商業機能が失われつつある現状に鑑

み、商業機能の維持・向上に取り組む事業者の支援を目的として交付する益田

市地域商業等支援事業費補助金（以下「補助金」という。）に関し、益田市補

助金等交付規則（平成９年益田市規則第９号）、補助金等に係る予算の執行の

適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執

行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）、島根県地域商

業等支援事業費補助金交付要綱（平成２７年３月１７日付け中小第１０３４号

島根県商工労働部長通知）及び島根県地域商業等支援事業実施要領（平成２７

年３月１７日付け中小第１０３４号島根県商工労働部長通知）に定めるものの

ほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

(1) 中小企業者 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項

に規定する中小企業者であって、市内に事務所を置くものをいう。ただし、

次のいずれかに該当する者は除く。 

ア 発行済株式の総数又は出資金額の総額の２分の１以上を同一の大企業が

所有している者 

イ 発行済株式の総数又は出資金額の総額の３分の２以上を大企業が所有し

ている者 

ウ 大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占

めている者 

(2) 組合 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）又は商店街振

興組合法（昭和３７年法律第１４１号）に基づいて設立された中小企業者か

らなる組合及びその連合会 

(3) 商工会議所 商工会議所法（昭和２８年法律第１４３号）に規定する商工

会議所をいう。 

(4) 商工会 商工会法（昭和３５年法律第８９号）に規定する商工会をいう。 

(5) 小売業 日本標準産業分類大分類における小売業をいう。 

(6) 宿泊業 日本標準産業分類大分類における宿泊業をいう。 

(7) 飲食サービス業 日本標準産業分類大分類における飲食サービス業をい

う。 

(8) 生活関連サービス業 日本標準産業分類大分類における生活関連サービ

ス業（ただし、易断所、観相業及び相場案内業（けい線屋）を除く。）をい

う。 

(9) 娯楽業 日本標準産業分類大分類における娯楽業（ただし、競輪・競馬等



の競走場、協議断、芸ぎ業（置屋及び検番を除く。）、場外馬券売場、場外

車検売場及び競輪・競馬等予想業を除く。）をいう。 

(10) 自動車整備業 日本標準産業分類大分類におけるサービス業（他に分類

されないもの）のうち自動車整備業をいう。 

（交付対象者等） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、次の各号に掲げる補助金の交付の対象

となる事業の区分に応じて、当該各号に定める要件を満たすものとする。 

(1) 小売店等開業支援事業（特別枠） 小売業、宿泊業、飲食サービス業、生

活関連サービス業、娯楽業又は自動車整備業に係る事業を実施する者であっ

て、次のア又はイのいずれかに該当するものであること。ただし、風俗営業

等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第

２条第１項に規定する風俗営業のうち同項第４号に定める営業又は同条第５

項に規定する性風俗関連特殊営業に属する事業を除く。 

ア 市内において開店計画を有する中小企業者又は個人であって、産業競争

力強化法（平成２５年法律第９８号）に基づき市若しくは認定連携創業支

援等事業者（同法第１２８条第２項に規定する「認定連携創業支援等事業

者」をいう。）から認定特定創業支援等事業（同法第２条第３１項第１号

に規定する「認定特定創業支援等事業」をいう。以下同じ。）による研修

等を受ける予定の者、第５条に規定する補助金の交付の申請時点（イにお

いて「申請時点」という。）で認定特定創業支援等事業による研修等を受

けており、修了前である者又は認定特定創業支援等事業による研修等を受

けた者であること。 

イ 市内において店舗を営んでいる中小企業者又は個人であって、認定特定

創業支援等事業による支援を受ける者又は申請時点で認定特定創業支援等

事業による研修等を受けており、修了前である者 

(2) 移動販売・宅配支援事業 市内において食料品又は日用品の移動販売又は

宅配を行う中小企業者、組合、商工会議所、商工会又は個人であること。 

(3) 商業環境整備事業 市内の中小企業者、組合、商工会議所、商工会、個人

又は法人格を持たない任意の団体であって、組織、会計等に関する規約を有

する商店街組織であること。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助金の交

付の対象としない。 

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該

当する者 

(2) 市税（市外に居住する個人又は市外に主たる事業所を置く中小企業者であ

る場合は、当該居住地又は事務所所在地の市区町村税）を滞納している者 

(3) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号。以下「暴対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。

以下同じ。）である者 

(4) 暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

である者 



(5) 暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者を経営に関与させている者 

（補助対象経費等） 

第４条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）並びに

当該補助金の交付に係る補助率及び補助限度額は、別表第１に掲げるとおりと

する。ただし、消費税及び地方消費税は、補助対象経費から除くものとする。 

２ 前項の補助金の額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨

てるものとする。 

（交付申請） 

第５条 申請者は、益田市地域商業等支援事業費補助金交付申請書（様式第１号）

に関係書類を添えて、市長が別に定める期日までに市長に提出しなければなら

ない。 

（交付決定等） 

第６条 市長は、前条の交付申請があったときは、その内容を審査し、補助金の

交付の可否を決定するとともに、当該決定の内容を益田市地域商業等支援事業

費補助金交付決定等通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。

ただし、市長は、小売店等開業支援事業に係る補助金の交付申請が初回である

場合に限り、その内容の審査に当たって、別表第２に掲げる組織で構成する審

査会を設置し、当該交付申請に係る事業の内容について、別表第３に掲げる審

査項目に関する当該審査会の意見を聴くものとする。 

２ 市長は、前項の交付決定に際し、次に掲げる条件を付すものとする。 

(1) 補助金の交付決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）の内容を変

更（軽微な変更を除く。）する場合には、市長の承認を受けなければならな

い。 

(2) この要綱の規定により補助金の交付を受けることができる期間（以下「補

助対象期間」という。）内に補助事業を中止し、又は廃止する場合には、市

長の承認を受けなければならない。 

(3) 補助対象期間終了後、補助金の交付決定日から５年を経過するまでの間に

補助事業を廃止する場合には、市長に報告しなければならない。 

(4) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難と

なった場合には、速やかに市長に報告してその指示を受けなければならない。 

(5) 補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに補

助事業により取得し、又は効用の増加した価格が５０万円以上の機械及び器

具については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省

令第１５号）で定めている耐用年数を経過するまで、市長の承認を受けない

で、この補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸付け、担

保に供し、取壊し又は廃棄してはならない。 

(6) 市長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、そ

の収入の全部又は一部を市に納付させることがある。 

(7) 補助事業により取得し、また効用の増加した財産については、補助事業の

完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率

的な運用を図らなければならない。 



(8) 補助事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした調書を作成すると

ともに、歳入及び歳出についての証拠書類を整理し、補助事業完了の日（事

業の休止また廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する

年度終了後５年間保管しておかなければならない。 

(9) この補助金の補助対象経費と重複して他の補助金等の交付を受けてはな

らない。 

(10) 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）が第１号

から前号までに定める条件に違反した場合には、この補助金の全部又は一部

を市に納付させることがある。 

(11) 交付決定日から５年を経過するまでの間に補助事業を廃止した場合にお

いて、既に補助金が交付されているときは、その全部又は一部を市に納付さ

せることがある。 

(12) 補助事業者は、補助事業の実施に際して県内中小企業者に発注するよう

努めるものとする。 

（変更承認申請） 

第７条 補助事業者は、補助事業の内容、補助対象経費又は補助金の額の変更を

しようとするときは、あらかじめ益田市地域商業等支援事業費補助金変更承認

申請書（様式第３号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

（補助事業の中止又は廃止） 

第８条 補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あら

かじめ益田市地域商業等支援事業費補助金中止承認申請書（様式第４号）を市

長に提出し、その承認を受けなければならない。 

（状況報告） 

第９条 補助事業者は、９月３０日現在における当該申請に係る事業の遂行状況

について、益田市地域商業等支援事業費補助金遂行状況報告書（様式第５号）

を１０月３１日までに市長に提出しなければならない。ただし、次のいずれか

に該当する者については、この限りでない。 

(1) ９月１日以後に交付決定を受けた者 

(2) 当該年度の１０月３１日までの間に事業が完了する者 

２ 商工会議所又は商工会の経営指導員は、第３条第１項第１号に規定する事業

の指導状況について、開店日の属する月（交付決定時点で既に開店している補

助事業者については交付決定日の属する月の直近の四半期）から１年間、補助

事業者に対する指導の状況を四半期ごとにとりまとめ、市長に報告しなければ

ならない。 

（実績報告） 

第１０条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、当該完了した日から３０

日を経過する日又は第６条の交付決定のあった日の属する年度の末日のいずれ

か早い日までに、益田市地域商業等支援事業費補助金実績報告書（様式第６号。

次項において「実績報告書」という。）を市長に提出しなければならない。 

２ 補助事業者は、第８条の規定により補助事業の中止又は廃止の承認を受けた

ときは、当該承認の通知書を受理した日から３０日を経過した日又は当該承認



を受けた日が属する年度の末日のいずれか早い日までに、実績報告書を市長に

提出しなければならない。 

（交付請求） 

第１１条 補助金の交付を請求しようとする補助事業者は、益田市地域商業等支

援事業費補助金交付請求書（様式第７号）を市長に提出しなければならない。 

（実施効果報告） 

第１２条 補助事業者は、事業の実施年度の翌年度から５年間、補助金の交付を

受けて実施した事業の状況及び効果について取りまとめ、市長が別に定める日

までに、益田市地域商業等支援事業費補助金効果報告書（様式第８号）により

報告するものとする。 

（交付決定の取消し等） 

第１３条 市長は、補助事業者がこの要綱の規定又は第６条第２項による交付条

件に違反したときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すとともに、

既に交付した補助金があるときは、当該取消しに係る補助金の額についてその

返還を求めることができる。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、

この限りでない。 

(1) 災害により補助事業を継続できない場合 

(2) 補助事業者が個人であって、疾病又は死亡により事業を継続できない場合 

(3) その他補助事業者の責めに帰さない事由又はやむを得ない事情があると

認められる場合 

２ 前項ただし書の規定の適用を受けようとする補助事業者は、市長に申請を行

わなければならない。 

３ 市長は、前項の申請を受けたときは、その内容を審査し、第１項ただし書の

規定の適用の可否を補助事業者に通知するものとする。 

（補助事業を廃止する場合の交付の取消し等） 

第１４条 前条第１項の規定により補助金の交付の決定を取り消す場合において、

交付決定日から５年を経過するまでの間に補助事業を廃止した補助事業者につ

いては、次の各号に定める補助金の対象とした経費の区分に応じて、当該各号

に定める額の交付の決定を取り消し、既に交付している補助金があるときは、

当該取消しに係る補助金の返還を命ずるものする。 

(1) ソフト補助（次号に規定するハード補助以外の経費を対象として交付の決

定を受けた補助金をいう。）に係る部分 

ア 交付決定日から１年未満の期間に補助事業を廃止した場合 交付決定額

（既に補助金を交付している場合は交付額。以下この条において同じ。）

の１０／１０ 

イ 交付決定日から１年以上３年未満の期間に補助事業を廃止した場合 交

付決定額の５／１０ 

ウ 交付決定日から３年以上５年未満の期間に補助事業を廃止した場合 交

付決定額の３／１０ 

(2) ハード補助（機器、備品、車両、設備等の購入に要する経費その他の施設

整備の設置、取得、整備等に要する経費を対象として交付の決定を受けた補



助金をいう。）に係る部分 交付決定額の１０／１０ 

（加算金及び延滞金） 

第１５条 補助事業者は、第１３条第１項の規定により補助金の返還を命ぜられ

たときは、その命令に係る補助金の最後の受領の日から当該返還を命じられた

補助金の納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部を納付した場

合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）につき１０．９５

パーセントの割合で計算した加算金を市に納付しなければならない。ただし、

市長がやむを得ない事情があると認めるときは、この限りでない。 

２ 補助事業者は、補助金の返還を命ぜられ、これを納期限までに納付しなかっ

たときは、納期限の翌日から納付の日までに日数に応じ、その未納付額につき

年１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金を市に納付しなければならな

い。ただし、市長がやむを得ない事情があると認めるときは、この限りでない。 

（委任） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２７年８月２４日から施行し、平成２７年４月１日から適

用する。 

（益田市空店舗活用事業補助金交付要綱の廃止） 

２ 益田市空店舗活用事業補助金交付要綱（平成２３年益田市告示第９４号。以

下「旧要綱」という。）は、廃止する。 

３ この告示の施行の日前に旧要綱の規定による益田市空店舗活用事業補助金の

交付を受けた事業については、旧要綱の規定は、同日以後もなおその効力を有

する。 

（失効） 

４ この告示は、令和９年３月３１日限り、失効する。ただし、同日までに交付

の決定がなされた補助金については、同日後も、なおその効力を有する。 

附 則（平成３０年４月２５日告示第１２９号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成３０年４月２５日から施行し、平成３０年４月１日から適

用する。 

（経過措置） 

２ この告示による改正前の益田市地域商業等支援事業費補助金交付要綱の規定

によりなされた申請その他の手続は、この告示による改正後の益田市地域商業

等支援事業費補助金交付要綱の相当規定によりなされたものとみなす。 

附 則（平成３１年４月１６日告示第１２５号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成３１年４月１６日から施行し、この告示による改正後の益

田市地域商業等支援事業費補助金交付要綱の規定は、平成３１年４月１日から

適用する。 

（経過措置） 



２ この告示による改正前の益田市地域商業等支援事業費補助金交付要綱の規定

によりなされた申請その他の手続は、この告示による改正後の益田市地域商業

等支援事業費補助金交付要綱の相当規定によりなされたものとみなす。 

附 則（令和元年５月１日告示第１号）抄 

（施行期日） 

１ この告示は、令和元年５月１日から施行する。 

附 則（令和２年５月８日告示第１６７号） 

（施行期日等） 

１ この告示は、令和２年５月８日から施行し、この告示による改正後の益田市

地域商業等支援事業費補助金交付要綱の規定は、令和２年４月１日から適用す

る。 

（経過措置） 

２ この告示による改正後の益田市地域商業等支援事業補助金交付要綱の規定は、

この告示の施行の日以後に交付の申請が行われる益田市地域商業等支援事業補

助金について適用し、同日前に交付の申請が行われた益田市地域商業等支援事

業補助金については、なお従前の例による。 

附 則（令和３年３月３１日告示第１３５号） 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。ただし、附則第４項の改正規定

は、令和３年３月３１日から施行する。 

附 則（令和３年９月２９日告示第３１０号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和３年９月２９日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際現にあるこの告示による改正前の各告示の様式（次項に

おいて「旧様式」という。）により使用されている書類は、この告示による改

正後の各告示の様式によるものとみなす。 

３ この告示の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これ

を取り繕って使用することができる。 

附 則（令和３年１０月１日告示第３１９号） 

（施行期日等） 

１ この告示は、令和３年１０月１日から施行し、改正後の益田市地域商業等支

援事業費補助金交付要綱（以下「新要綱」という。）の規定（第３条第１項第

１号イの（ア）を除く。）は、令和３年４月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ 新要綱の規定は、令和３年４月１日以後に実施される商業機能の維持・向上

に取り組む事業について適用し、同日前に実施されるものについては、なお従

前の例による。 

３ 令和３年４月１日からこの告示の施行の日前までにこの告示による改正前の

益田市地域商業等支援事業費補助金交付要綱の規定によりなされた交付申請そ

の他の行為は、新要綱の規定によりなされたものとみなす。 

附 則（令和４年６月２４日告示第１９３号） 



（施行期日） 

１ この告示は、令和４年６月２４日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示による改正後の益田市地域商業等支援事業補助金交付要綱の規定は、

この告示の施行の日以後に交付の申請が行われる益田市地域商業等支援事業補

助金について適用し、同日前に補助金の交付の申請が行われた益田市地域商業

等支援事業補助金については、なお従前の例による。 

附 則（令和５年３月３１日告示第８７号） 

この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年３月２９日告示第９７号） 

この告示は、令和６年４月１日から施行する。ただし、附則第４項の改正規定

は、令和６年３月２９日から施行する。 

附 則 

この告示は、令和８年４月１日から施行する。 

別表第１（第４条関係） 

事業区分 補助対象経費 補助率 補助限度額 

小売店等開

業支援事業

（特別枠） 

次に掲げる経費 

(1) 開店に要する経費 

改修費、備品購入費、備品リ

ース料、家賃、広告宣伝費） 

(2) 特定創業支援等事業の受講

等に必要な経費 

受講料、旅費 

(3) 特定創業支援等事業の受講

等の後に必要となった経費 

備品購入費、備品リース料、

広告宣伝費 

１／２以内 １ ０ ０ 万 円

（ 家 賃 に 係

る補助は、月

額８万３，０

０ ０ 円 か つ

１ ２ 月 分 を

上 限 と す

る。） 

移動販売・宅

配支援事業 

移動販売又は宅配に必要な車両及

び備品の購入費（２０万円以上の

ものに限る。）、備品リース料（２

０万円以上のものに限る。）、広

告宣伝費（車両及び備品の購入費

又は備品リース料を申請する場合

に限る。） 

２／３以内 ２００万円 

移動販売又は宅配の運営に要する

次に掲げる経費。ただし、年間経

費が２０万円以上を超えることを

要件とする。 

(1) 燃料費 

(2) 車検費用 

(3) 修理費 

移動販売又は宅

配に用いる車両

１台につき次に

掲げる金額以内 

(1)  １ 年 目 

１０万円 

(2)  ２ 年 目 

補 助 率 の 欄

に 掲 げ る 金

額（３年を上

限とする。） 



(4) 備品購入費（２０万円未満

のものに限る。） 

(5) 備品リース料（２０万円未

満のものに限る。） 

８万円 

(3)  ３ 年 目 

６万円 

軽減税率及び在庫管理並びに売上

げ分析に対応が可能なPOSシステ

ム等レジ関連機器の購入又はリー

スに係る経費 

２／３以内 ２０万円 

商業環境整

備事業 

施設設備の設置、取得、整備等に

要する経費（土地に係るものを除

く。）。ただし、中小企業者又は

個人単独の所有となる施設設備

は、補助の対象から除く。 

１／２以内 １００万円 

別表第２（第６条関係） 

島根県、島根県信用保証協会益田支店、益田市産業経済部 

別表第３（第６条関係） 

審査項目 審査基準 

実現可能性 (1) 実施体制、経営状況等 

(2) スケジュール 

(3) 販売計画の将来性 

モデル性 (1) 本市における事業の新規性 

(2) 地域経済への効果 

(3) モデル的な取組 


